
国土強靱化 民間の取組事例 275  サプライチェーンの維持 

自分を守る！ ▶サプライチェーンの維持 08物流施設の設置、機能強化を行っている例 

275    物資輸送の集積拠点の整備「岩手方式」 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
公益社団法人岩手県トラック協会 9400005002397 サプライ関連事業者 

（運輸業，郵便業） 
岩手県 

1 取組の概要 

  東日本大震災時、被災地では想定を超える緊急支援物資が全国から供給され、複数倉庫で大量

の支援物資を置くスペースが足りず、輸送環境や管理が複雑化し効率的な物流管理ができない

ことが懸念された。 

 このため、岩手県トラック協会では岩手県と協力し、中核となる仮設大規模集積拠点を高速道

路の ICに近接する催事場に設置した。この拠点において、物資と人員の集約、管理の一元化等

を図ることで、関係者間の連携を円滑化した。この取組は「岩手方式」と呼ばれるようになり、

災害物資輸送のモデルケースとして全国へ普及している。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

大規模集積拠点を設置 

 過去の災害時の支援物資の受け入れにおいては、地

方公共団体が主体となって、複数の倉庫を使用し分

散受け入れを行った上で、保管、輸送していた。 

 岩手県では、東日本大震災発災直後において、確保

した物流センターや全農連倉庫等がすぐに飽和状態

となった。また、中小規模倉庫は荷捌きスペースが

不足しており災害時に必要な届いた物をすぐに運び

出す機動性に欠けることが懸念された。 

 このため、岩手県トラック協会は、支援物資の管理

を行う岩手県と協議し、巨大な催事場（催事

場:3,600㎡、付属展示場:2,800㎡）を有する岩手

産業文化センター「アピオ」を中核的な集積拠点と

して活用することを提案し、即採用された。同施設

は、岩手県滝沢市に位置し、東北自動車道滝沢 IC

から 2kmと、交通アクセスにも優れており、3月

15日には支援物資の受入れを開始した。 

 アピオでは、民間企業がイベント会場として使用中

であったが直ちに中止され、イベント事業者が展示ブースを解体し、トラック協会の会員によ

▲緊急支援物資関連業務の全体像 
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りフォークリフト 8台、パレット 600台、ボックスパレット 300個を施設に持ち込み、災害物

資の受け入れ体制整備をすすめた。 

 

物流体制の構築 

 アピオ２階に「岩手県輸送本部」が設置され、ト

ラック協会職員と県担当職員とが常駐し、管理チ

ーム、作業チーム、警備チームが設けられ、緊急

物資の受け入れ、仕分け、避難所へ朝着・昼着・

夜着の 1日 3回の出荷作業にあたった。 

 県職員が避難所からのニーズを吸い上げ、企業や

自治体等に発注、出荷指示書を作成する。１次集

積拠点であるアピオにおいて岩手県トラック協会

と県職員が協力し車両搬入・搬出を行い、２次集

積拠点へ運ぶ。各避難所への出荷では土地勘のあ

る宅配業者と連携をした。 

 

クロスドッキング方式の採用 

 災害物流においては、入荷した物資を滞ることな

く、いかに出荷できるかが重要なポイントとなるた

め、入荷した物資を一時的に保管せずにすぐに配送

するクロスドッキング方式といわれる最先端の物流

手法を採用した。積卸・荷捌き担当は、限られたス

ペースの中で、いかにわかりやすく仕分けし、出し

やすくするかを全員で考え改善を重ねた。配送先ご

とに物資がまとめられ、トラックが入ると同時に一斉に積み込みすることで時間をロスするこ

となく、出発出来た。24時間体制の緊急輸送は 6月中旬まで、以降は、日勤体制で 12月まで

続いた。 

 この岩手県トラック協会と県とが連携して、コンベンション施設を活用した一連の災害物流シ

ステムは、後に「岩手方式」と呼ばれ、国の災害時の物流のモデルケースとして注目されてい

る。 
 

3 取組の平時における利活用の状況 

  岩手県トラック協会では、普段からの物流事業の効率化や基本動作の確実な実施が、非常事態

にも役立つことを被災経験から学び、日々の事業活動の改善・充実を図っている。 

 また、トラック協会と県内の各事業所とでは、ドライバーやトラックの空き状況の把握等のた

▲アピオ（アリーナ）内部 

▲大型の物資が積まれた屋外施設 
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めに、普段から緊密に連絡を重ねている状況にある。既存の連絡網があることにより、緊急の

呼び出しにも対応できたことから、平時から業務連携等をより一層進めている。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  大規模施設を活用し、物資と人員の集約、管理の一元化等を図ることで、関係者間の連携を円

滑化し、被災地等で必要とされる物資を必要なタイミングで届けることにつながった。 

 同協会では、今回得た課題から、津波や大地震等が発生した場合、県の要請を待たずに災害対

策本部に参集するなどの新たな体制構築のため、それまでの協定内容を見直し、平成 25年 12

月岩手県と結んだ。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  有事には物事を多角的にとらえて判断し、決断、実行する能力のある人材が望まれる。震災の

際には大規模な物流システムの運用経験者がトラック協会内にいたため対応が可能であった。

同協会では、この経験を生かし、今後とも平時・有事おいて効率的な物流体系を柔軟な構築し

ていくために、県とともに人材育成の方法について継続的に検討を行うに至っている。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  現状の課題として、①管理機能面（制度や協定見直し等）、②輸送面（送り込み方式確認、通行

許可証交付、燃料確保、道路情報やドライバーの安全確保等）、③集積所・備蓄倉庫（集積所整

備、省力化機器導入体制、熟練作業員や管理者の招集、燃料・非常用電源の確保等）、④情報通

信体制（通信確保、関係者連絡先の一覧作成とメンテナンス、物資在庫管理システム構築等）等

が挙げられる。今後、これらの課題解決に向けて行政や運送業者と連携して取り組んでいく考

えである。 

 

7 周囲の声 

  ノウハウを持った専門家との有効な連携がうまくいった例だと思う。（前岩手県総合防災室長） 

 運送のプロによるハンドリングを協会にお願いしたことで物資輸送がうまく進んだ。アピオが

集積基地に適した施設だったことが大きい。県と協会がうまくコンビネーションを組んで動け

た。（地方公共団体） 
 

 


